
4 款 1 項 6 目

17 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 11,500

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

ＰＣＢ廃棄物処理（高濃度・低濃度） 回 2 0 0 0
補助金交付団体数 団体 0 2 0 0
水質等の定期調査 種類 5 5 0 5
環境審議会の開催 回 4 2 0(3) 4

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 24,338 8,344 2,430 6,620

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 4,772 4,825 2,412 4,825
国庫支出金 0 0 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.60 0.60 0.30 0.60
人件費単価 7,954 8,042 8,042

4,825
合計 0 8,344 2,430 6,620

事業費
直接事業費 19,566 3,519 17 1,795
人件費 4,772 4,825 2,413

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

これまで豊かで便利な社会を目指して経済的な発展を遂げてきたが、公害問題や良好な自然環境の喪失を
伴ってきたことから、大気・水質・騒音・振動・悪臭・化学物質等の定点観測や分析を行い、問題があれば原因
究明と解決に向けた方策を講じて環境破壊を未然に防止する。

事業の内容

環境審議会の開催、水質・騒音・悪臭の定期調査、循環型社会づくり等を目的とする団体の育成

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

環境審議会が活性化する目的であったとしても、市長の諮問機関として環境保全に関する基本的事項等につ
いて調査及び審議を行っていただけるよう、審議案件を精査して議案を上程する。

事業の対象 事業者及び市民

根拠法令等
騒音規制法、振動規制法、悪臭防止法、水質汚濁防止法、大気汚染防止法

予算科目

総合計画での位置付け
住環境の整備と生活安全の確保〜はつらつ住みよいまちづくり〜
環境の保全

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 環境保全課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

535
記入者情報 所属長： 出来 和人 担当責任者： 窪田 春樹

事務事業名 環境保全対策事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

　今まで行ってきた水質関連調査については、時期や、場所等において一貫性を持たずに調査してきまし
た。しかしながら、長期的な視野に立ち、時期や場所を固定することにより、水質の数値がデータ化するこ
とができるようになる。これにより、汚濁の方向に向かっているのか、改善の方向に向かっているのかの
判断材料として活用していきたい。

二次評価

B成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率

課題認識

これまで必要に応じて調査していた水質関連調査を、今年度から水質調査等測定計画を策定し、工場排
水調査・河川水質調査・海水調査・環境保全調査として再編した。それぞれの調査地点が定点調査となる
ことで、データの蓄積が行え水質の変化を分析できる環境が整ったと言える。これから、これまでの調査
データを整理し電子データ化することで、環境変化を見える化し、持続的な環境が維持できるよう監視して
参りたい。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 4

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 3

目　　標 0 0 0 0
実　　績 0 0 0 0

成果指標

成果指標
公害問題発生件数（件）

指標設定の
考え方

環境破壊を未然に防ぐには、まずもって公害問題を発生させないことが重要と考えられることから設定。

区分年度 26年度 27年度 28年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


